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先進国の数値
目標

新興国の行動

技術・資金
移転

適応策

・・・残された時間は少ない！
洞爺湖サミットで、世界の長期目標と先進国の中・長期目標

バリ合意からＧ８、２００９年次期枠組み包括合意へ

米国問題 中国・・

知的所有権 緊急

０８年７月G8

０９年１２月COP１５

０８年１２月
COP14

原子力は
差し控える

日本の中期目標？



気温上昇を４℃ではなく、２℃に！

バリ・議定書AWG合意

➢最も低いレベルで温室効果ガスの濃度を安定化させるために、
（それでも、工業化の前から2℃～2.8℃も上昇！）

✓温暖化を世界の排出量を、今後10～15年に
ピークを迎える

✓世界で、2050年までに、2000年比で半減よりもはるかに
低いレベルに削減

✓先進国全体で、2020年までに、1990年比25～40％削減
（日本：京都議定書を批准している先進国）



日本と世界の2050年までの排出経路を合意
（IPCCの最も低いシナリオに必要な削減量）



EU
排出量取引

アメリカ
連邦政府と一部州
排出量取引導入準備

EUとの連結検討

カナダ
連邦政府と一部州

排出量取引導入準備
EUとの連結検討

ニュージーランド
排出量取引導入予定
EUとの連結検討

オーストラリア
排出量取引導入予定

ノルウェー
アイスランド

リヒテンシュタイン
EU排出量取引と連結

スイス
炭素税導入

英独伊蘭
炭素税導入
フランス

炭素税検討

気候ネットワーク作成

世界は国内排出量取引・炭素税を制度化＋国内気候保護法
日本は？

北欧炭素税



排出増加。だが、原子力が対策先送りの
口実の一つになってきた

地球温暖化対策推進大綱（98年）

2010年に原発電力を1997年比5割増

長期エネルギー需給見通し（98年）原発20基増設

地球温暖化対策推進大綱（02年）

2010年に原発電力を2000年比3割増

長期エネルギー需給見通し（01年）原発13基増設

京都議定書目標達成計画（05年）

原発設備利用率を87-88%に

長期エネルギー需給見通し（05年）原発3基増設（2基増設済）



目達関連予算に原発立地予算が目立つ



放射性廃棄物

原発のコスト
廃炉のコストや放射性廃棄物処理・貯蔵維持管理コス
ト（技術未確立。期間は数百万年？数千万年？）は未
確定

このコストを入れると水力、自然エネルギーよりもは
るかに高くなる可能性

超長年の貯蔵維持管理（いわゆる「地層処分」）
地震国・火山国日本に適地？

遠い将来の世代まで今後貯蔵維持管理していくのは大
変（途上国の場合はさらに困難？）
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2006年
温室効
果ガス
排出量

政府の2006年度分排出量公表からの推計
第１種事業所レベルからの直接排出で約７割

外円 直接排出
内円 間接排出

気候ネットワーク推計

発電所100
26％

7586事業所6376事業所



発電所毎の効率にバラツキ大
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その後、発電部門の非開示が拡大



効率改善・燃料転換による排出削減可能性

発電効率と運転開始年
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将来世代に安全な大気と生活を引き継ぐための法案を提案

国内排出量取引制度 炭素税など
民生・運輸の
規制と支援

再生可能エネルギー
促進政策

排出量報告公表

短期目標： 2008年～2012年 6％削減
中期目標： 2020年 30％削減
長期目標： 2050年 80％削減 （90年比）
＊2012年～2050年までの目標を直線で結び排出経路の数値をもって、毎年の排出目標とする。
＊2020年までに再生可能エネルギーの一次エネルギーに対する比率を20％とする。

削減数値目標を定め排出経路を示す

削減を担保するために必要な施策の柱

気候保護法

・キャップ・アンド・ト
レード型
・直接排出量による排出
枠割当等
・排出枠のオークション
など

・課税の価格インセン
ティブ効果
・地方税も
・排出量取引参加事業者
への軽減措置
など

・電力：RPS制度から固
定価格買取制度に
・太陽熱利用：大幅拡大
のための支援制度
など

・事業所単位、都道府県
単位の基礎情報の公表
（燃料別及び電気の種類
別の使用量も）
・自治体単位の電力・ガ
ス等の使用量情報公表

・省エネ診断・買い換え
支援、人材育成への支援
等

・公共交通の自治体支援
・税のグリーン化、一般
財源化と財源活用 など

温室効果ガスの排出に価格をつけ、必要な投資を行うための仕組みの導入



日本の国内排出量取引設計例

対象事業所・カバー率
省エネ法第１種事業所レベル（約8000で6７%）
直接排出による

取引期間
2010年から試行。2013年から本格実施

排出枠割当
過去実績・新規参入者枠＋自治体、消費者枠など・・

早期取組への評価（公平性）
一定割合での増減（申請主義・省エネ法データ活用）

有償割当（オークション）の適否
次第に有償化へ

オークション収益の配分
削減支援・適応支援・・・税・財政との調整

国際競争セクター対応
対象セクターの有無の調査から



Carbon Budget
・削減経路を明確に
・炭素に価格
・排出削減は経済低迷ではない

今直ぐ削減することが、
将来世代の負担軽減

４度もの気温上昇

遅れる程、重い負担



参考資料



世界で必要な排出削減
IPCC第四次報告から

被害を最低限に
抑えるためには
低い温度上昇に
とどめる必要。



地震・災害
これまでの地震全国に分布

濃尾地震(1891)

明治三陸地震津波(1896)

関東大震災(1923)

三陸地震津波(1933)

東南海地震(1944) 三河地震(1945)
南海地震(1946)

十勝沖地震(1968)

新潟地震(1964)

伊豆大島近海地震(1978)

伊豆半島沖地震(1974)

宮城県沖地震(1978)

日本海中部地震(1983)

長野県西部地震(1984)

北海道南西沖地震(1993)

十勝沖地震(1952)

兵庫県南部地震(1995)

新潟県中越地震(2004)

新潟県中越沖地震(2007)

桜島地震(1914)

八重山地震(1771)

鳥取県西部地震(2000)

能登半島地震(2007)

福井地震(1948)

北丹後地震(1927)

鳥取地震(1943)

鹿児島県北西部地震(1997)

えびの地震(1968)

石垣島南方沖地震(1998)



地震・災害

日本中に活断層



超大規模（２００余）からの排出で日本の総排出の5割
１５０００余で約７割（直接排出による）

排出割合
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日本の10%（約1.3億トン）
推定で8事業所

日本の71%(約9.4億トン)

14224事業所+運輸617社

日本の63%(約9.3億トン)

2000事業所

日本の66%(約8.8億トン)

5000事業所

日本の20%（約2.7億トン）
34事業所
(高炉以外の非開示鉄鋼工場を除くと推定25事業所。)

日本の30%（約4.0億トン）
55事業所

日本の40%（約5.4億トン）
100事業所

日本の50%（約6.7億トン）

220事業所

日本の60%（約8.0億トン）
1100事業所

2006年度の日本の排出量
13億4100万トン(CO2換算)
（環境省速報値）



出所：日本・EU・アメリカが気候変動枠組条約に提出した温室効果ガス排出目録（CO2
排出量）、IEA Energy balances of OECD Countries 2003-2004（GDP）より作成

日本は国全体としては欧州諸国と同程度

運輸と家庭が小さく、産業は欧米より大きい

「省エネ先進国」は昔のこと
GDP比CO2排出量の国際比較（購買力平価）

＜GDP（購買力平価）当たりCO2排出量の国際比較（直接排出、2004年）＞
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農林水産

家庭

業務

運輸

産業

エネ転換

1.00 0.92 1.61 1.06 0.91 0.69 0.89



大口排出源 エネルギー転換、産業、大規模業務・運輸
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国内C&T型排出量取引が削減対策の中核



0% 20% 40% 60% 80% 100%

排出量

雇用

国内総生産

輸出

農林水産業

鉱業建設業

その他製造業

鉄鋼

化学、石油石炭製品、窯業
土石、紙
電気

ガス熱供給

運輸

業務

自家用車（企業）

自家用車（家庭）

家庭

排出量の小さい業種が雇用、国内総生産に貢献

排出量：国立環境研究所インベントリオフィス（2005年度統計）
雇用：労働力調査、製造業は工業統計（2004年度統計）
国内総生産：内閣府国民経済計算（2005年度統計）
輸出：関税統計（2005年度統計）


